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1.身体的拘束の最小化に関する基本的な考え方 

身体的拘束は患者の自由を制限するものであり、患者の尊厳ある生活を阻むものである。

患者の尊厳保持と人権尊重を最優先し、原則禁止を徹底する。職員一人ひとりが身体的・

精神的弊害・社会的弊害を理解し、安易な安全確保の手段として、身体的拘束を選択して

はならない。そのため慎重な判断のもと、最小限に留めることが求められる。身体的拘束

は、法律では認められておらず、特別な条件の元でしか行えないことを我々は充分理解

する必要がある。 

 

2.身体的拘束最小化のための指針 

1)身体的拘束は原則として、最終手段としてのみ実施する 

(1)患者の尊厳と権利を最優先する 

(2)切迫性・非代替性・一時性の３要件をすべて満たす場合に限る 

 

2)多職種での判断と組織的な最小化の取り組みを行う 

(1)医師・看護師・リハ・介護職などが協働して判断する 

(2)身体的拘束最小化チームを設置し、定期的に検証・改善を行う 

  

3)患者・家族への説明と同意を徹底する 

(1)実施前に理由・方法・期間を丁寧に説明し、理解と同意を得る 

(2)緊急時には、事後説明を必ず行う 

(3)記録は詳細かつ正確に残す 

  

4)代替手段と予防ケアを優先し、拘束を回避する 

(1)せん妄予防、環境調整、見守り強化、コミュニケーション支援などを優先 

(2)認知症ケア・生活支援ケア（排泄・活動・睡眠など）を充実させる 

   

5)実施中は継続的に観察し、解除可能性を毎日検討する 

(1)身体的・精神的苦痛の軽減に努める 

(2)皮膚・循環・可動域などの観察を行い、合併症を予防する 

(3)不用意となった時点で即時解除する 

 

3.身体的拘束および行動制限の定義 

1)身体的拘束とは、厚生労働省の定義において「抑制帯等を患者の身体または衣類に触れる

なんらかの用具を使用して、一時的に身体を拘束し、その運動を抑制する行動の制限」と

定めている。この定義に基づき、身体的拘束の実施状況を把握することが求められる。 

当院でも身体的拘束の取り扱いはこの定義に準拠する（図 1） 

2)行動制限とは、身体を薬剤、用具などを使用して患者の自由を制限することをいい、身体 

的拘束を行動制限に含める 

 



身体的拘束最小化（行動制限も含む）に関する指針 

2011/06作成 

2024/10改訂 

2026/03改訂 

2026/04改訂 

 

図１身体的拘束と行動制限の定義 

 

行動制限             身体的拘束 

・離床センサー           ・体幹抑制 

（マット・ベッド）           ・上肢、下肢抑制 

・せん妄に用いる向精神薬     ・ミトン型手袋 

                       ・車椅子用ベルト       

 

3)身体的拘束に該当するもの 

(1)ミトン型手袋 

(2)車椅子ベルト 

(3)体幹ベルト 

(4)抑制着 

(5)四肢抑制ベルト 

(6)ベッド柵を四方で囲む 

 

4)身体的拘束に該当しないもの 

身体拘束等をせずに患者を転倒や離院などのリスクから守る事故防止対策  

間接的監視用具の使用 ・ベッド用離床センサー 

・ベッドサイドセンサー 

衝撃吸収マットの使用 

 

・衝撃吸収マット 

四方を囲まないベッドの使用 ・3点柵、2点柵（レバー柵の混合使用を含 

む）、片方だけの使用 

見守りセンサー等の活用 ・患者の動作を制限せず、容易に外れるセ

ンサーのみを使用している場合 

処置・移動時の短時間使用 ・職員が付き添い、処置や移動の終了時に

確実に解除する 

車椅子訓練時の安全確保 ・患者が自由に操作できる状態で、訓練期

間のみベルトを使用する場合 

抗精神病薬 ・行動を落ち着かすために抗精神病薬

を使用する場合 
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5)向精神病薬等の薬剤使用上の注意事項 

(1)不眠時や不穏時の薬剤指示については医師・看護師・薬剤師と協議し対応する 

(2)行動を落ち着かせるために向精神病薬等を使用する場合は、医師・看護師・多 

職種等で協議を行い、患者に不利益が生じない量を使用する。また、薬剤の必要

性と効果を評価し、適正量の薬剤使用を行う 

  

4.緊急時やむを得ず身体的拘束を行う場合の対応 

1)緊急時やむを得ない場合の 3要件 

身体的拘束を行わないことが原則ではあるが、患者または他の患者等の生命または身体を

保護するための措置として、身体的拘束による心身の損害よりも、拘束しないリスクのほ

うが高い場合で、「切迫性」「非代替性」「一時性」の 3要件をすべて満たし、緊急やむを得

ないと認められた場合にのみ、本人・家族への説明、同意を得たうえで行うことができる 

 

≪緊急時やむを得ない場合に該当する 3要件≫ 

 

5.身体的拘束の弊害 

1)身体的弊害 

皮膚障害、関節拘縮、筋力低下、循環障害、知覚障害、神経障害、食欲低下等 

 

2)精神的弊害 

人間の尊厳の侵害、認知症の進行、家族の罪悪感、職員の士気の低下等 

 

3)社会的弊害 

施設等に対する社会的な不信、偏見等 

 

6. 身体的拘束の実施基準 

1)身体的拘束を実施するにあたり、以下のことを確認・検討して行うものとする 

(1)拘束は、人権の侵害であり、身体機能や心理状態を悪化させる場合がある。身体的拘 

束の適応 3要件全てを満たし、診療上の安全を確保する目的で緊急やむを得ず最小限度

の身体的拘束の方法であるか、患者・家族の同意を得ているか確認をして行う 

(2)患者または他患者等の生命または身体が危険にさらされる可能性が高いと予測される 

 

切迫性 
身体的拘束を行わなかった場合、患者本人又は患者等の生命または身体が危

険にさらされる可能性が高い 

非代替性 
身体的拘束やその他の行動制限を行う以外に、患者の安全を確保する代替の

方法・手段がない 

一時性 
身体的拘束その他の行動制限が一時的である 
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場合は、患者の反応を見極めたうえで、医師の判断と指示のもとで行う 

(3)身体的拘束を行う場合、アセスメント・適正使用・事実の記録が必要である 

(4)身体的拘束を行った場合においては、継続的に行う必要があるのか、拘束具に変わる

手立ては他にないのか常に検討していく 

 

2)身体的拘束をせざるを得ない場合の具体的評価・検討要件 

(1)対象者の生命に及ぼす危険性を評価する 

(2)原因を探る: 必ず、医師、看護職、チームメンバー、多職種で原因について検討する 

(年齢、身体状況、環境、治療の側面など) 

(3)原因の除去に努める 

(恐怖を与えないような対応をして、体動を制限する要因を可能な限り早期に取り除く 

睡眠確保、苦痛症状コントロール、家族や友人等の面会、気分転換、リラクゼーション、

必要時薬剤使用などを行う) 

(4)回避・軽減 (代替) 方法を検討する 

・点滴は必要か 

・注射は内服に変更できないか 

・胃管留置の必要性は 

・尿道カテーテル留置の必要性は 

・安静度は拡大できないのか 

・病室の移動はできないか 

・生活のリズム確立のためのどんなケアができるか 

 など検討する 

 

3)その他の日常ケアにおける基本方針 

(1)患者の療養内容を把握し、患者主体の行動・尊厳ある生活に努める 

(2)言葉や対応など患者の精神的な自由を妨げないように務める 

(3)患者・家族の想い・意向を多職種で情報共有し対応する 

(4)本人の安全確保を優先する場合には、安易な対応ではないか、常に振り返りながら十 

分な検討を行う 

(5)拘束等を回避することで生じる可能性に対しても、事故の起きない環境整備と柔軟な

応援体制の確保に努める 

 

4)チームカンファレンスを開き、身体的拘束の目的、開始の判断について検討する 

・身体的拘束の目的、方法、期間についてチーム内での合意が必要である 

・上記の判断については患者の反応を見極めたうえで、医師の判断と指示のもとで行う 

・部署責任者(病棟師長)は身体的拘束実施、 継続の判断についてスタッフと共に考える 

・看護職だけの判断ではなく、患者の日常生活をよく理解している多職種(介護職員・リ 

ハビリスタッフ)の意見も取り入れることが必要である 

・身体的拘束に関する患者と家族の思いをよく聞く 
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5)身体的拘束の実施手順及び実施方法 

(1)病院の定める 「身体的拘束の実施基準」を厳守し、医師が身体的拘束を必要であると

判断したうえで、「身体拘束チェックシート」を用いたアセスメントを実施し、身体的

拘束をせざるを得ないか検討する 

(2)身体的拘束をせざるを得ないと判断した場合は、患者本人または家族に身体的拘束が

必要であることを納得が得られるように、『緊急やむを得ない身体拘束に関する説明・

同意書』をもとに説明し、本人または家族の同意を得て署名して頂く。緊急の場合には

生命を優先し、実施が説明よりも先行することがあるため、説明の職種は必ずしも医

師に限るものではなく医師の指示のもとで看護師が説明する事でも可とする 

(3)『緊急やむを得ない身体拘束に関する説明・同意書』を頂いた患者は、『看護計画』を

立案する 

(4)『緊急やむを得ない身体拘束に関する説明・同意書』は、原本はスキャンし病棟管理、

１部コピーし患者または家族へ渡す 

(5)実際に拘束が必要となり実施された場合は、患者に身体的弊害 (前述の 「身体的拘束

の弊害」を参照) がないか各勤で観察・評価し記録に記載する。回避・軽減・解除の必

要性について多職種で検討を行い、医師の指示のもと変更する 

(6)週１回多職種カンファレンスを実施する 

(7)月１回身体的拘束最小化チームでラウンドを実施する 

 

6)身体的拘束の解除基準と記録 

(1)「身体的拘束をせざるを得ない」と判断して拘束を実施した場合であっても、以下の

条件に該当するときは、チームで検討し身体的拘束を即座に解除する。一連の経緯を記

録して、いつでもその情報が開示できることが求められている 

①事前に決めた身体的拘束時間・期間を超えるとき 

②身体的拘束の 3つの要件すべてを満たせない状況になったとき 

・治療・処置が終了、または方法を検討して危機が回避された 

・患者治療を理解し、協力が得られるようになった 

・家族などの協力が得られるようになった 

・回避・軽減(代替) 方法が実施された など 

(2)身体的拘束を解除したら『緊急やむを得ない身体拘束に関する説明・同意書』に解除 

月日を記載しスキャン、本人・家族に解除したことを説明する 

(3)医師は、身体的拘束の適応 3要件が改善した場合は速やかに 解除指示を記載する 

看護師判断で解除した場合は、事後で医師に報告し指示を受けることとする 

 

7. 患者・家族の不安の軽減への配慮 

説明者は、身体的拘束・行動制限が人間の尊厳に関わる重大な問題であることを認識してい

るべきで、このことが患者・ 家族に伝わることが必要である。そのためには、患者の状況に

ついて的確に説明することにより、安全確保のために、やむを得ず実施することに納得が得 
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られる必要がある。特に、看護師には、実施中の患者・家族の思いを受け止めるような態度

や言動が求められる。解除に向けた検討の場やカンファレンスで、観察項目の確認だけでな

く、患者・家族の不安を受け止めた内容の検討が必要である 

 

8.身体的拘束最小化のための体制 

1)目的 

患者の基本的人権を尊重するため、定期的にまたは適時ラウンドや会議を開催し、身体的拘

束の最小化に向けた検討を行い、身体的拘束の適性な運用のための体制を維持・強化するこ

とを目的とする。またラウンドを通し、身体的拘束の実施状況を定期的に把握し職員に周知

徹底する 

 

2)身体的拘束最小化チームの設置および定例会の開催 

 ・ラウンド：毎月第１水曜日 15時 45分より実施 （医療安全委員会の開催 15分前） 

 ・委員会：3ヶ月に１回（2月、5月、8月、11月） 

 

3)チームの構成員とその役割 

 (1)チームリーダー：医師 

(2)チームメンバー：医師、看護師、薬剤師、機能訓練室、医事部門  

 

4)ラウンドの実施方法 

身体的拘束最小化チームで「身体的拘束最小化チームラウンド表」に沿って各病棟のラウン

ドを実施する 

 

5)チーム会の検討内容 

(1)身体的拘束最小化に関する指針などの定期的な見直し       

(2)月１回・適時ラウンドを行い、鎮静を目的とした薬剤の適性使用等も含め身体的拘束の

実施状況・記録の確認、身体的拘束の妥当性について検討。身体的拘束の代替案、拘束解

除に向けて検討 

(3)身体的拘束廃止改善のための研修計画・啓発、指導 

 

6)身体的拘束最小化のための職員教育に関する基本方針 

(1)定期的な研修（年 2回）実施 

(2)新規採用時研修を実施 

(3)その他、状況に応じて必要な教育研修を実施 

 

9.この指針の閲覧について 

 身体的拘束最小化に関する指針は、求めに応じていつでも閲覧できるようにすると共に、

当院のホームページにも公表する 


